
トラック

車
両
総
重
量

二
・
五
ｔ
超

一
年

〃

五
、
〇
〇
〇
円

五
、
四
〇
〇
円

五
、
七
〇
〇
円

車
両
総
重
量

二
・
五
ｔ
以
下

一
年

〃

三
、
八
〇
〇
円

三
、
九
〇
〇
円

四
、
一
〇
〇
円

特

種

車

二
年

〃

一
万
円

一
万
八
〇
〇
円

一
万
一
、
四
〇
〇
円

一
年

〃

五
、
〇
〇
〇
円

五
、
四
〇
〇
円

五
、
七
〇
〇
円

小
型
二
輪

二
年

定

額

四
、
四
〇
〇
円

四
、
四
〇
〇
円

四
、
六
〇
〇
円

一
年

〃

二
、
二
〇
〇
円

二
、
二
〇
〇
円

二
、
三
〇
〇
円

検
査
対
象
軽
自
動
車

二
年

〃

七
、
六
〇
〇
円

七
、
八
〇
〇
円

八
、
二
〇
〇
円

一
年

〃

三
、
八
〇
〇
円

三
、
九
〇
〇
円

四
、
一
〇
〇
円
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c

自
動
車
重
量
税
の
免
税
等
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
以
後
に
初
め
て
自
動
車
検
査
証

の
交
付
を
受
け
た
検
査
自
動
車
の
う
ち
、
当
該
自
動
車
検
査
証
の
交
付
に
係
る
自
動
車
重
量
税
を
免
除
さ
れ
た

も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
自
動
車
検
査
証
の
交
付
を
受
け
た
日
後
最
初
に
受
け
る
自
動
車
検
査
証
の
交
付
等
に

係
る
自
動
車
重
量
税
を
免
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
九
〇
条
の
一
二
関
係
）

d

次
に
掲
げ
る
租
税
特
別
措
置
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

\

特
定
の
用
途
に
供
す
る
石
炭
に
係
る
石
油
石
炭
税
の
軽
減
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第
九
〇
条
の
三
の
三

関
係
）

]

特
定
の
石
油
製
品
を
特
定
の
運
送
又
は
農
林
漁
業
の
用
に
供
し
た
場
合
の
石
油
石
炭
税
の
還
付
措
置
（
租

税
特
別
措
置
法
第
九
〇
条
の
三
の
四
関
係
）

^

輸
入
・
国
産
農
林
漁
業
用
Ａ
重
油
に
係
る
石
油
石
炭
税
の
免
税
・
還
付
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第
九
〇

条
の
四
及
び
第
九
〇
条
の
六
関
係
）

_

航
空
機
燃
料
税
の
税
率
の
特
例
措
置
（
租
税
特
別
措
置
法
第
九
〇
条
の
八
関
係
）

`

特
定
離
島
路
線
航
空
機
に
積
み
込
ま
れ
る
航
空
機
燃
料
に
係
る
航
空
機
燃
料
税
の
税
率
の
特
例
措
置
（
租

税
特
別
措
置
法
第
九
〇
条
の
九
関
係
）

一
〇

税
理
士
法
の
一
部
改
正
関
係

１

税
理
士
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者
に
つ
い
て
、
公
認
会
計
士
は
、
公
認
会
計
士
法
第
一
六
条
に
規
定
す
る
実
務

補
習
団
体
等
が
実
施
す
る
研
修
の
う
ち
、
一
定
の
税
法
に
関
す
る
研
修
を
修
了
し
た
公
認
会
計
士
と
す
る
こ
と
と

し
た
。（
税
理
士
法
第
三
条
関
係
）

２

一
定
の
事
務
又
は
業
務
に
一
定
期
間
従
事
し
た
こ
と
に
よ
り
認
め
ら
れ
る
受
験
資
格
に
つ
い
て
、
そ
の
従
事
期

間
を
二
年
以
上
（
改
正
前
三
年
以
上
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
五
条
関
係
）

３

一
定
の
欠
格
事
由
に
該
当
し
て
い
た
者
が
、欠
格
期
間
を
経
過
し
た
後
に
税
理
士
の
登
録
申
請
を
し
た
場
合
に
、

そ
の
者
に
税
理
士
業
務
を
行
わ
せ
る
こ
と
が
そ
の
適
性
を
欠
く
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
は
、
税
理
士
の

登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
二
四
条
関
係
）

４

調
査
の
通
知
に
つ
い
て
、
税
務
官
公
署
の
当
該
職
員
は
、
租
税
の
課
税
標
準
等
を
記
載
し
た
申
告
書
を
提
出
し

た
者
の
同
意
が
あ
る
一
定
の
場
合
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
申
告
書
を
提
出
し
た
者
へ
の
通
知
は
、
そ
の
租
税

に
関
し
税
理
士
法
第
三
〇
条
の
書
面
を
提
出
し
て
い
る
税
理
士
に
対
し
行
え
ば
足
り
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法

第
三
四
条
関
係
）

５

非
税
理
士
に
対
す
る
名
義
貸
し
の
禁
止
規
定
及
び
そ
の
違
反
に
対
す
る
罰
則
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士

法
第
三
七
条
の
二
、
第
四
八
条
の
一
六
、
第
五
九
条
及
び
第
六
三
条
関
係
）

６

税
理
士
に
係
る
懲
戒
処
分
の
う
ち
、
税
理
士
業
務
の
停
止
に
つ
い
て
、
そ
の
期
間
を
二
年
以
内
（
改
正
前
一
年

以
内
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
四
四
条
、
第
四
五
条
及
び
第
四
八
条
の
二
〇
関
係
）

７

税
理
士
会
及
び
日
本
税
理
士
会
連
合
会
の
会
則
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
、
租
税
に
関
す
る
教
育
そ
の
他

知
識
の
普
及
及
び
啓
発
の
た
め
の
活
動
に
関
す
る
規
定
を
、
そ
の
対
象
に
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
四

九
条
の
二
及
び
第
四
九
条
の
一
四
関
係
）

一
一

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改

正
関
係

１

金
融
商
品
取
引
業
者
等
は
、
そ
の
顧
客
（
別
表
法
人
等
を
除
く
。）か
ら
の
依
頼
に
よ
り
国
外
証
券
移
管
等
を
し

た
と
き
は
、
そ
の
国
外
証
券
移
管
等
ご
と
に
、
そ
の
顧
客
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
、
そ
の
国
外
証
券
移
管
等

を
し
た
有
価
証
券
の
種
類
及
び
銘
柄
そ
の
他
の
事
項
を
記
載
し
た
国
外
証
券
移
管
等
調
書
を
、
そ
の
国
外
証
券
移

管
等
を
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
末
日
ま
で
に
、
当
該
国
外
証
券
移
管
等
を
行
っ
た
金
融
商
品
取
引
業
者
等
の

営
業
所
等
の
所
在
地
の
所
轄
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
内
国
税
の
適
正
な
課
税
の

確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
、
第
四
条
の
二
、第
四
条
の
三
、

第
七
条
及
び
第
九
条
関
係
）

２

国
外
送
金
等
調
書
等
を
提
出
す
べ
き
金
融
機
関
等
が
、
所
轄
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
所

轄
税
務
署
長
以
外
の
税
務
署
長
に
対
し
、
当
該
国
外
送
金
等
調
書
等
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
、
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使
用
す
る
方
法
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
提
出
す
る
方
法
の
い
ず
れ
か
の
方
法
に
よ
り
提
供
で
き
る
こ
と
と
し

た
。（
内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
第
四
条

及
び
第
四
条
の
三
関
係
）

一
二

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

１

個
人
所
得
課
税

^

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
住
宅
、
家
財
等
に
損
失
等
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
震
災
関
連
原
状
回
復
支
出
に

つ
い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
そ
の
災
害
の
や
ん
だ
日
の
翌
日
か
ら
三
年
以
内
に
す
る
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
居
住
者
が
、
当
該
事
情
の
や
ん
だ
日
の
翌
日
か
ら
三
年
以
内
に
そ
の
支
出
を
し
た
と
き
は
、
当
該
震
災

関
連
原
状
回
復
支
出
は
災
害
関
連
支
出
と
み
な
し
て
、
雑
損
控
除
及
び
雑
損
失
の
繰
越
控
除
を
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第

四
条
関
係
）

_

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
事
業
用
資
産
に
損
失
等
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
震
災
関
連
原
状
回
復
費
用
に
つ

い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
そ
の
災
害
の
や
ん
だ
日
の
翌
日
か
ら
三
年
以
内
に
そ
の
支
出
を
す
る
こ
と
が

で
き
な
か
っ
た
居
住
者
が
、
当
該
事
情
の
や
ん
だ
日
の
翌
日
か
ら
三
年
以
内
に
そ
の
支
出
を
し
た
と
き
は
、
当

該
支
出
を
し
た
金
額
は
災
害
に
関
連
す
る
や
む
を
得
な
い
支
出
の
金
額
と
み
な
し
て
、
被
災
事
業
用
資
産
の
損

失
の
繰
越
控
除
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法

律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
七
条
及
び
第
一
六
条
の
三
関
係
）

`

東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
過
大
な
債
務
を
負
っ
て
い
る
青
色
申
告
書
を
提
出
す

る
個
人
で
株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事
業
者
再
生
支
援
機
構
の
支
援
決
定
の
対
象
と
な
っ
た
も
の
又
は
産
業
復

興
機
構
の
組
合
財
産
で
あ
る
債
権
の
債
務
者
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
、
債
務
処
理
に
関
す
る
計
画
で
一
般
に
公

表
さ
れ
た
債
務
処
理
を
行
う
た
め
の
手
続
に
関
す
る
準
則
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
一
定
の

要
件
を
満
た
す
も
の
が
策
定
さ
れ
た
場
合
に
は
、
債
務
処
理
計
画
に
基
づ
く
減
価
償
却
資
産
等
の
損
失
の
必
要

経
費
算
入
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税

関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
一
条
の
三
の
二
関
係
）

a

東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
過
大
な
債
務
を
負
っ
て
い
る
内
国
法
人
（
中
小
企
業

者
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。）で
株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事
業
者
再
生
支
援
機
構
の
支
援
決
定
の
対
象
と

な
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
債
務
処
理
に
関
す
る
計
画
で
一
般
に
公
表
さ
れ
た
債
務
処
理
を
行
う
た
め
の
手
続
に

関
す
る
準
則
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
そ
の
他
の
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
策
定
さ
れ
た
場
合
に

は
、
債
務
処
理
計
画
に
基
づ
き
資
産
を
贈
与
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
二
条
の
三
関

係
）
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